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調査概要 

 

 
＜回答者の性別・年代構成＞ 

 

年代 男性 〔n (%)〕 女性 〔n (%)〕 計 〔n (%)〕 

20 代 159 (8.0) 152 (7.6) 311(15.6) 

30 代 193 (9.7) 187 (9.4) 380(19.1) 

40 代 238(11.9) 233(11.7) 471(23.6) 

50 代 191 (9.6) 190 (9.5) 381(19.1) 

60 代 224(11.2) 233(11.7) 457(20.7) 

計 1,005(50.2) 995(49.8) 2,000(100.0) 

※小数第２位四捨五入 

 

＜回答者の同居家族の状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本調査は、消費者のＧＡＰ及びＧＡＰ認証に対する意識・意向を把握するために実施した。 
 
・調査対象：国内の 20 歳以上 69 歳以下の男女個人 
・サンプル数：2,000 サンプル（有効回答数） 
・調査方法：インターネット調査（委託先：楽天株式会社） 
・調査時期：平成 30 年 2 月 8 日から 2 月 12 日 
・調査地域：全国 



 
 

調査結果 

 

１ 「生鮮食品を購入する」頻度及び「加工食品や調理食品を購入・外食する」頻度 

「「生鮮食品を購入する」頻度が高い」と回答した割合は 49.8％と最も高く、「「生鮮食品を購入

する」頻度と、「加工食品や調理食品の購入または外食する」頻度が半々程度である」と回答し

た割合は 24.9％、「「加工食品や調理食品の購入または外食する」頻度が高い」と回答した割合

は 9.8％、「どちらでもない（自分ではほとんど食品を購入しない）」と回答した割合は 15.6％

となっている。 

 

図１ 「生鮮食品を購入する」頻度及び「加工食品や調理食品を購入・外食する」頻度 
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全 体
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（100.0％）

Q：あなたの普段の生活において、「野菜や果物、精肉などの生鮮食品を購入する」頻度と、

「加工食品や調理食品を購入または外食する」頻度ではどちらが高いですか。もっとも

当てはまるものを選択してください。 



 
 

２ 農畜産物の生産過程における持続可能な取組についての関心 

 

いずれの取組に対しても、「そう思う（重要であると思う）」と回答した割合が５段階中で最も高

く、40～60％となっている。 

また、重要であると思う割合（「そう思う」と「ややそう思う」の合計）は以下のとおりとなっ

ている。 

＜重要であると思う割合（「そう思う」と「ややそう思う」の合計）＞ 

① 食品安全の確保に関する取組：82.6％ 

② 環境の保全への配慮に関する取組：80.4％ 

③ 労働者（農業従事者）の安全確保に関する取組：76.5％ 

④ 労働者（農業従事者）の人権保護に関する取組：76.3％ 

⑤ 自らの農場経営管理の取組：76.4％ 

⑥ アニマルウェアの取組：77.0％ 

 

反対に、重要であると思わない割合（「あまりそう思わない」と「そう思わない」の合計）は、

いずれの取組に対しても５％以下となっている。 

 

 

図２ 農畜産物の生産過程における持続可能な取組についての関心 

全体：2,000 人（100.0％） 
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Q：あなたが普段購入する生鮮食品や、加工食品や調理食品、外食の原材料となっている農産

物・畜産物（以下、「農畜産物」といいます。）について、それらの生産過程において、どの

ような取組が行われていることが重要だと考えますか。次に挙げる各取組について、消費者

の視点から、もっとも考え方が近いものを選択してください。 
 
※ 農畜産物の生産過程における持続可能な取組（①食品安全、②環境保全、③労働安全、④

人権保護、⑤農場経営管理、⑥アニマルウェルフェア）の具体例を挙げた上で、それらの取

組が重要であるかどうかを「そう思う」「ややそう思う」「どちらでもない」「あまりそう思

わない」「そう思わない」についての関心を５段階で質問。 
 
 
 



 
 

３ ＧＡＰ（農業生産工程管理)の認知 

（１）ＧＡＰの認知度 

「知らなかった」と回答した割合が 72.7％と最も高く、次いで、「名前を聞いたことはあるが、

内容までは知らなかった」と回答した割合は 22.0％、「知っていた」と回答した割合は 5.4％となっ

ている。「ＧＡＰ」について認知している人の割合は合計 27.4％となっている。 

 

図３-１ ＧＡＰ（農業生産工程管理）の認知度 

 

（２）ＧＡＰの認知経路 

ＧＡＰを認知している人（「知っていた」または「名前を聞いたことはあるが、内容までは知ら

なかった」と回答した人）において、その認知経路をみると、「新聞やテレビ、雑誌、インターネ

ット等のマスメディアの報道で知った」と回答した割合が 61.2％で最も高い。これ以外の認知経

路はいずれも 20％以下となっている。  

 

図３-２ ＧＡＰの認知経路  
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Q：あなたはＧＡＰについて知っていましたか。 

Q：あなたはどのような機会を通じてＧＡＰを知りましたか。（複数選択可） 



 
 

４ 農業者がＧＡＰに取り組む必要性 

「取組が可能な農業者は取り組む必要がある」と回答した割合は 62.5％、「すべての農業者が取

り組む必要がある」と回答した割合は 30.0％となっている。 

 

 

 

図４ 農業者がＧＡＰに取り組む必要性 
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Q：農業者は、ＧＡＰに取り組む必要があると考えますか。 



 
 

５ 国内農畜産物取引におけるＧＡＰ認証の要件化についての評価 

（１）国内農畜産物取引におけるＧＡＰ認証の要件化についての評価 

「評価する」と回答した割合は 56.4％、「わからない、どちらともいえない」と回答した割合は

38.3％「評価しない」と回答した割合は 5.4％となっている。 

 

 

 

図５-１ 国内農畜産物取引におけるＧＡＰ認証の要件化等についての評価 
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2000人
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Q：国内の食品関係企業（食品製造・卸売・小売・外食等）が、農畜産物の取引にあたって、Ｇ

ＡＰ認証を取引の要件としたり、優先的に取引することについて、あなたは評価しますか。 



 
 

 

（２）評価する理由 

（１）の設問で「評価する」と回答した理由をみると、「企業の社会的責任だと思うから」と回答

した割合が 47.9％、「信頼できる企業だと思うから」と回答した割合が 45.8％となっている。 

 

 

図５-２ 評価する理由 
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Q：評価すると答えた理由について、もっとも当てはまるものを教えてください。 



 
 

（３）評価しない理由 

（１）の設問でＧＡＰ認証を「評価しない」と回答した理由をみると、「あまり必要性を感じない

から」と回答した割合が 42.1％と最も高く、「認証の有無よりも価格や鮮度、味などを重視するか

ら」と回答した割合は 38.3％、「認証がなくても安全・安心な農畜産物が手に入れられるから」と回

答した割合は 13.1％となっている。 

 

 

図５-３ 評価しない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

認証がなくても安全・安心な農
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その他
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評価しない人
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Q：評価しないと答えた理由について、もっとも当てはまるものを教えてください。 



 
 

 ６ ＧＡＰ認証の店頭表示の是非 

 

「そう思う」と回答した割合が 60.3％と最も高く、「わからない、どちらともいえない」と回答

した割合は 33.6％、「そう思わない」と回答した割合は 6.1％となっている。 

 

 

図６ ＧＡＰ認証の店頭表示の是非 
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Q：生産者がＧＡＰ認証を取得していることは、取引相手の食品関係企業に対して示すべきも

のという考え方があり、必ずしも消費者に積極的に PR されているわけではありません。Ｇ

ＡＰ認証を取得していることが、消費者にも判るよう、スーパーマーケットなどの店頭で表

示（パネルやシール等）されている方がよいと思いますか。 



 
 

７ ＧＡＰ認証農畜産物の購入意向 

 

「同程度の価格であれば購入したい」と回答した割合は 71.8％、「割高になっても、購入したい」

と回答した割合は 18.5％となっており、合わせると約 9 割が購入意向を示している。 

 

 

図７ ＧＡＰ認証農畜産物の購入意向 
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Q：あなたは今後、ＧＡＰ認証を受けた農産畜物を購入したいと思いますか。 



 
 

調査票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 
 

  



 
 

  



 
 

  



 
 

  



 
 

  



 
 

  



 
 

 


